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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第２四半期
連結累計期間

第22期
第２四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 11,954 14,351 26,053

経常利益 (百万円) 1,470 2,504 4,313

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 945 1,684 2,737

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 789 1,719 2,573

純資産額 (百万円) 10,776 12,294 11,927

総資産額 (百万円) 18,565 21,654 22,002

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 23.12 41.73 67.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.5 56.5 53.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,213 2,106 3,941

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 224 △330 33

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,855 △1,174 △2,527

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,411 8,826 8,262

回次
第21期

第２四半期
連結会計期間

第22期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.00 22.94

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４．当社は第２四半期連結累計期間より「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」及び「株式給付信託（ＢＢＴ）」を

導入しており、株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」及び

「株式給付信託（ＢＢＴ）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部で弱さもみられるものの、雇用情勢の改善や消費者マイン

ドの持ち直しの動きが示すように、緩やかな回復基調が続いています。一方で、アジア新興国や資源国等の景気下振

れ、金融資本市場の変動といった、景気の下押し影響に留意が必要な状況が続いております。

このような状況のなか、当社グループでは福利厚生事業で培ったサービスインフラを有効に活用しながら法人向け

及び個人向けに事業を展開するとともに、国内で培った事業モデルの海外展開も推進しております。

主力の「福利厚生事業」においては、経営の効率化や従業員の満足度向上施策として、引き続き民間企業・官公庁

への提案営業を積極的に行うとともに中堅・中小企業の開拓にも注力し、導入企業数が順調に拡大しました。

報奨金等をポイント化して管理・運営する「インセンティブ事業」においては既存顧客を中心にポイントの付与・

交換が進み、疾病予防のための健康支援を行う「ヘルスケア事業」においては健診サービスや特定保健指導の実施件

数が増加しました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は14,351百万円（前年同期比20.1％増）、連結営業利益は

2,523百万円（前年同期比65.9％増）、連結経常利益は2,504百万円（前年同期比70.4％増）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は1,684百万円（前年同期比78.3％増）となりました。

なお、第１四半期及び第２四半期は、季節要因によりガイドブック制作費用や補助金等の発生が集中するため、

売上原価が第３四半期及び第４四半期に比べて増加する傾向にあります。

当社グループは、主に国内における福利厚生代行サービスを中心に会員制サービス事業を展開しておりますが、

事業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみであるためセグメント情報の記

載を省略しております。

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比して348百万円減少し、21,654百万円となり

ました。

流動資産は、361百万円減少し、15,818百万円となりました。これは主に現金及び預金の減少462百万円、受取

手形及び売掛金の減少784百万円、預け金の増加1,000百万円等によるものであります。

また、固定資産は、13百万円増加し、5,835百万円となりました。
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（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比して714百万円減少し、9,360百万円となりまし

た。

流動負債は、822百万円減少し、8,609百万円となりました。これは主にガイドブック制作費等買掛金の減少814百

万円等によるものであります。

また、固定負債は、107百万円増加し、750百万円となりました。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比して366百万円増加し、12,294百万円となりまし

た。これは主に、当第２四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純利益1,684百万円および配当金の

支払1,352百万円等によるものであります。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の53.9％から56.5％となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に

比して563百万円増加し、8,826百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因を以下に記載します。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、2,106百万円の増加（前第２四半期連結累計期間は1,213百万円の増加）

となりました。

資金増加の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益2,514百万円（同1,475百万円）、減価償却費350百万円

（同371百万円）、売上債権の減少778百万円（同351百万円の減少）等によるものであります。

資金減少の主な内訳は、仕入債務の減少813百万円（同1,014百万円の減少）、法人税等の支払1,037百万円

（同764百万円）等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、330百万円の減少（同224百万円の増加）となりました。

資金減少の主な内訳は、有形・無形固定資産の取得205百万円（同533百万円）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,174百万円の減少（同1,855百万円の減少）となりました。

資金減少の主な内訳は、配当金の支払1,350百万円（同982百万円）等によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,144,000 45,144,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 45,144,000 45,144,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年９月30日 ― 45,144,000 ― 1,527 ― 1,467
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社パソナグループ 東京都千代田区丸の内１丁目５－１ 22,302,600 49.40

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,625,300 3.60

白石徳生 東京都八王子市 1,050,400 2.33

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY
（常任代理人 シティバンク銀行
株式会社証券業務部）

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10013 USA
（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

853,100 1.89

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 723,500 1.60

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY
（常任代理人 香港上海銀行 東
京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

689,323 1.53

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１号 613,800 1.36

STATE STREET LONDON CARE OF
STATE STREET BANK AND TRUST,
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON
BRANCH CLIENTS- UNITED KINGDOM
（常任代理人 香港上海銀行 東
京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

475,000 1.05

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 400,000 0.89

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 400,000 0.89

計 ― 29,133,023 64.53

(注) １．上記のほか、当社保有の自己株式4,689,730株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合10.39％）があり

ます。

２．当社は「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」および「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下、「信託Ｅ口」という。）が当社株式77,900株を取得して

おります。信託Ｅ口が所有する当社株式については、自己株式に含めておりません。

３．上記記載の信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,567,200株で

あります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は722,100株でありま

す。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 4,689,700
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 40,451,700 404,517 ―

単元未満株式 普通株式 2,600 ― ―

発行済株式総数 45,144,000 ― ―

総株主の議決権 ― 404,517 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）が保有する当社株式

42,800株（議決権数428個）及び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式35,000株（議決権数350個）

が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式30株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ベネフィット・ワン

東京都新宿区西新宿三丁目

７番１号
4,689,700 ― 4,689,700 10.39

計 ― 4,689,700 ― 4,689,700 10.39

（注）１．株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）が保有する当社株式42,800株（0.09％）及び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有

する当社株式35,000株（0.08％）は、上記自己株式に含めておりません。

２．上記以外に自己名義所有の単元未満株式30株を保有しております。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,787 4,325

受取手形及び売掛金 4,556 3,771

たな卸資産 ※1 567 ※1 546

預け金 3,500 4,500

その他 2,788 2,695

貸倒引当金 △19 △20

流動資産合計 16,180 15,818

固定資産

有形固定資産 1,604 1,548

無形固定資産

のれん 100 59

その他 1,596 1,525

無形固定資産合計 1,696 1,584

投資その他の資産

その他 2,526 2,708

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 2,521 2,702

固定資産合計 5,821 5,835

資産合計 22,002 21,654

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,158 1,344

未払法人税等 1,070 881

賞与引当金 21 42

未払金 2,218 1,962

前受金 2,939 3,209

その他 1,021 1,168

流動負債合計 9,431 8,609

固定負債

ポイント引当金 431 472

従業員株式給付引当金 - 13

役員株式給付引当金 - 10

その他 211 254

固定負債合計 643 750

負債合計 10,074 9,360

純資産の部

株主資本

資本金 1,527 1,527

資本剰余金 1,467 1,645

利益剰余金 11,813 12,145

自己株式 △3,194 △3,371

株主資本合計 11,614 11,946

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 189 273

為替換算調整勘定 50 21

その他の包括利益累計額合計 239 295

非支配株主持分 73 52

純資産合計 11,927 12,294

負債純資産合計 22,002 21,654

決算短信（宝印刷） 2016年11月07日 09時16分 9ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



― 10 ―

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 11,954 14,351

売上原価 7,388 8,700

売上総利益 4,565 5,651

販売費及び一般管理費 ※1 3,043 ※1 3,127

営業利益 1,521 2,523

営業外収益

受取利息 17 15

受取配当金 9 13

その他 5 2

営業外収益合計 32 31

営業外費用

コミットメントフィー 11 10

持分法による投資損失 50 18

為替差損 20 11

その他 1 9

営業外費用合計 83 50

経常利益 1,470 2,504

特別利益

固定資産売却益 4 -

投資有価証券売却益 - 9

特別利益合計 4 9

税金等調整前四半期純利益 1,475 2,514

法人税、住民税及び事業税 614 841

法人税等調整額 △44 1

法人税等合計 570 843

四半期純利益 904 1,671

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △40 △13

親会社株主に帰属する四半期純利益 945 1,684
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 904 1,671

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △106 84

為替換算調整勘定 △4 △31

持分法適用会社に対する持分相当額 △4 △5

その他の包括利益合計 △114 48

四半期包括利益 789 1,719

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 833 1,740

非支配株主に係る四半期包括利益 △44 △21
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,475 2,514

減価償却費 371 350

のれん償却額 41 41

ポイント引当金の増減額（△は減少） 62 40

持分法による投資損益（△は益） 50 18

固定資産売却損益（△は益） △4 -

投資有価証券売却損益（△は益） - △9

受取利息及び受取配当金 △27 △28

支払利息 1 1

売上債権の増減額（△は増加） 351 778

たな卸資産の増減額（△は増加） 199 20

仕入債務の増減額（△は減少） △1,014 △813

前受金の増減額（△は減少） 496 270

その他 △46 △67

小計 1,955 3,116

利息及び配当金の受取額 22 30

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △764 △1,037

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,213 2,106

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △103 △14

有形固定資産の売却による収入 858 -

無形固定資産の取得による支出 △429 △191

無形固定資産の売却による収入 4 -

その他 △105 △125

投資活動によるキャッシュ・フロー 224 △330

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △982 △1,350

自己株式の取得による支出 △831 ※2 △229

自己株式の売却による収入 - ※2 229

その他 △41 176

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,855 △1,174

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 △38

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △436 563

現金及び現金同等物の期首残高 6,669 8,262

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 178 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 6,411 ※1 8,826
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

持分法適用の範囲の重要な変更

当第２四半期連結会計期間において、株式会社ＭＹＤＣを株式会社お金のデザインと当社との共同出資により

設立したため、同社を持分法の適用の範囲に含めております。

(会計方針の変更)

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

(追加情報)

１．株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）

当社は、平成28年７月28日開催の取締役会決議に基づき、平成28年９月２日より、株価及び業績向上への従

業員の意欲や士気を高めることを目的として、当社従業員並びに当社子会社の役員及び従業員（以下、「従業

員等」という。）に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」（以

下、「Ｊ-ＥＳＯＰ制度」という。）を導入しております。

(1) 取引の概要

Ｊ-ＥＳＯＰ制度の導入に際し、「株式給付規程」を新たに制定しております。当社は、制定した「株式給

付規程」に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信

託された金銭により当社株式を取得しました。

Ｊ-ＥＳＯＰ制度は、「株式給付規程」に基づき、従業員等にポイントを付与し、そのポイントに応じて、

従業員等に株式を給付する仕組みです。

企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用し、Ｊ-ＥＳＯＰ制度に関する会計処理としては、

信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を適用しております。

「株式給付規程」に基づく従業員等への当社株式の給付に備えるため、当第２四半期連結会計期間末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき従業員株式給付引当金を計上しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

126百万円及び42,845株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

２．株式給付信託（ＢＢＴ）

当社は、平成28年６月29日開催の株主総会決議に基づき、平成28年９月２日より、取締役（業務執行取締役

に限る。以下同じ。）に対する業績連動型株式報酬制度として「株式給付信託（ＢＢＴ）」（以下、「ＢＢＴ

制度」という。）を導入しております。
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(1) 取引の概要

ＢＢＴ制度の導入に際し、「役員株式給付規程」を新たに制定しております。当社は、制定した「役員株

式給付規程」に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はそ

の信託された金銭により当社株式を取得しました。

ＢＢＴ制度は、「役員株式給付規程」に基づき、取締役にポイントを付与し、そのポイントに応じて、取

締役に株式を給付する仕組みです。

企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を参考に取締役に対しても同取扱いを読み替えて適用し、

ＢＢＴ制度に関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上

する総額法を適用しております。

「役員株式給付規程」に基づく当社取締役への当社株式の給付に備えるため、当第２四半期連結会計期間

末における株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付引当金を計上しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

103百万円及び35,055株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

３．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

第１四半期連結会計期間から適用しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

商品 540百万円 519百万円

貯蔵品 27百万円 26百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

給与及び賞与 985百万円 975百万円

荷造運賃 440百万円 476百万円

業務委託費 146百万円 195百万円

法定福利費 137百万円 139百万円

福利厚生費 104百万円 116百万円

減価償却費 110百万円 95百万円

支払地代家賃 133百万円 80百万円

賞与引当金繰入額 18百万円 18百万円

従業員株式給付引当金繰入額 ― 13百万円

役員株式給付引当金繰入額 ― 10百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円 6百万円
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売上原価の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

当社グループの売上原価は、季節的変動要因として第１四半期及び第２四半期にガイドブック制作費用や補助

金等の発生する割合が大きく、連結会計期間の第１四半期及び第２四半期の売上原価と第３四半期及び第４四半

期の売上原価との間に著しい差異があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 2,707百万円 4,325百万円

有価証券勘定 (注１) 203百万円 ―

預け金に含まれる現金同等物 (注２) 3,500百万円 4,500百万円

現金及び現金同等物 6,411百万円 8,826百万円

(注１) ＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）であります。

(注２) 親会社（株式会社パソナグループ）がグループ各社に提供するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サ

ービス）への預け金であります。

　

※２ 「追加情報」に記載のとおり、「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」及び「株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に伴

う自己株式の売却による収入ならびに、同制度の導入に伴う信託における当社株式の取得による支出を含んで

おります。

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 983 24 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成27年７月30日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づき、

自己株式取得に係る事項について決議し、平成27年８月５日付で、自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

より、普通株式300,000株を取得しました。この結果、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が831百万円

増加し、当第２四半期連結会計期間末における自己株式が2,562百万円となっております。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月９日
取締役会

普通株式 1,352 33.5 平成28年３月31日 平成28年６月14日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、主に国内における福利厚生代行サービスを中心とした会員制サービス事業を展開しております

が、事業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみであるため記載を省略して

おります。　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 23円12銭 41円73銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 945 1,684

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(百万円)

945 1,684

普通株式の期中平均株式数(株) 40,882,927 40,376,370

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」及び「株式給付信託

（ＢＢＴ）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式に含めております。

当第２四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平

均株式数は、「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」は42,845株であり、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は35,055

株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年11月10日

株式会社 ベネフィット・ワン

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 木 政 秋 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 草 野 耕 司 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベ

ネフィット・ワンの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成２８年７月１日から平成２８年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年

９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベネフィット・ワン及び連結子会社の平成２８年９月

３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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